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アメリカの大学の社会貢献理念
―定義と歴史的変遷の検討―
五　島　敦　子
はじめに
　大学の社会貢献は，中央教育審議会答申『我が国の高等教育の将来像』
（2005 年）において，教育，研究と並ぶ，「第三の使命」と明示された。「教
育や研究それ自体が長期的観点からの社会貢献であるが，近年では，国際
協力，公開講座や産学官連携等を通じた，より直接的な貢献も求められる
ようになっており，こうした社会貢献の役割を，言わば大学の「第三の使
命」としてとらえていくべき時代となっているものと考えられる」という
記述である。これに続いて，「教育・研究機能の拡張（extension）として
の大学開放の一層の推進等の生涯学習機能や地域社会・経済社会との連携
も常に視野に入れていくことが重要である」として，大学開放の推進が提
言された。
　以上の提言は，社会貢献とそのための大学開放が，高等教育政策の課題
と位置づけられた点で，画期的である。これにより，今後の大学開放の発
展が期待されるが，同時に，「従前の大学開放・生涯学習は，予測を超え
た変動の渦中に翻弄され，その可能性の中心（意義ないし方向性）を見出
せずに混迷ないし停滞を余儀なくされているようにみえる」（廣瀬，2006）
という懸念も示されている。混迷の背景には，大学開放のとらえ方が公開
講座中心の狭い理解にとどまり，制度化・理論化が立ち遅れてきたことが
ある。さらに，「教育と研究と区別された社会貢献とは何なのか，その表
現で当該の事柄が適格に表されているかも含めて議論の余地がある」（舘，
2006）というように，社会貢献の概念規定が不明瞭であるにもかかわら
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ず1），大学評価の圧力によって，経済的貢献に収斂する産学官連携ばかり
が注目されるという事情があった。これらの問題と対峙し，大学開放が真
に振興されるには，香川が指摘するように，社会貢献ないし大学開放に関
する歴史的・理論的考察が不可欠であろう（香川，2001）。
　本稿は，こうした課題意識からとりくむアメリカ大学拡張史研究の一環
として，日本の社会貢献にあたるとされる，アメリカの大学の〈サービス
（Service）〉について2），定義と歴史的変遷を検討するものである。近年，
日本では，大学と地域社会の関係性を問う理論・概念枠組みが試みられ，
さまざまな研究成果が蓄積されている（日本高等教育学会，2006；稲永，
2006）。アメリカに関しても，大学開放の現状報告や歴史研究が，おもに
社会教育学領域で積み重ねられてきた（五島，2002）。経済学領域では，
産学連携の関心から，歴史的経緯が説明されている（宮田，2002；西村，
2003）。しかし，アメリカ大学史の観点から，歴史的な発展経緯に即して，
〈サービス〉の意味の変遷を検討する試みは，いまだなされていないと思
われる。これに対し，クロッソンやウォードは，大学教授団，すなわちファ
カルティの役割を検討し，〈サービス〉の歴史的な変遷を取り上げている
点で注目される（Crosson, 1992; Ward, 2002/2003）。
　本稿は，こうした研究成果に学びつつ，アメリカにおいて大学の〈サー
ビス〉は歴史的にどのような意味をもってきたかを概観する。これによ
り，〈サービス〉を具現化してきたとされる大学開放が，アメリカ高等教
育にとっていかなる意味をもってきたのかを考察したいと思う。
1）　大学が担うべき“Public Service”に対して，「公共へのサービス」「公共奉仕」「社
会的サービス」など，さまざまな訳語があてられてきたこと自体，概念規定が
明確でないことを示している（岩永，2004）。
2）　ここでは，「パブリック・サービス」は，「『社会貢献』の語源と考えられる」
という論（舘，2006）にもとづき，〈サービス〉という語を用いる。
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1 ．〈サービス〉の定義と領域
（1）アメリカ大学史研究における〈サービス〉
　アメリカ大学史研究において，〈サービス〉は，アメリカの大学の存在
意義を示すことがしばしば強調されてきた。たとえば，ルディは，「教養
あるジェントルマンの文化を伝えるイギリス的理念，学究的知識を熱心に
探求するドイツ的理念に加え，大学が大学たるゆえんの信念とは，大学が
アメリカ人の生活の基本的ニーズに積極的に応えるべきであるということ
だ」（Rudy, 1951）と述べている。また，ヴェイジーは，「1865 年から 1890
年の間に形成された大学理念とは，サービス，研究，教養の理念であり，
この実用的なサービスの理念こそが，アメリカが教育学理論になしえた貢
献である。」（Veysey, 1965）としている。このほか，ルドルフ，ルーカス，
テリンらのそれぞれの通史研究でも，〈サービス〉理念は，「ウィスコンシ
ン・アイディア（The Wisconsin Idea）」として知られる革新主義的な政治
改革と連動して開花し，アメリカの大学を象徴する理念となったことを異
口同音に論じている。
　しかしながら，言及される事柄は，論者によって相違がみられる。たと
えば，ルドルフは，〈サービス〉が，アメリカの個人主義に対置される理
念であったと描いた。彼は，カレッジで培われた自己犠牲の伝統から紐解
き，ユニヴァーシティは，農工業や教員養成などの実学を取り入れること
で，個人ではなく国家社会の発展に資することを〈サービス〉とみなし
たとしている（ルドルフ著・阿部他訳，2003）。これに対し，ルーカスは，
「ウィスコンシン・アイディアとは」「公共の問題の解決に大学の資源とエ
ネルギーを投入すること」（Lucas, 2006）として，社会改良運動に果たし
た意義を強調する。また，テリンは，「高等教育におけるウィスコンシン・
アイディアの中心は，大学と政府が協力しなければならないという概念で
あった」（Thelin, 2004）として，専門家による行政の効率化と専門職養成
に注目している。
　このように，確かに，〈サービス〉理念はアメリカ独自の特徴であると
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いう共通認識はあるが，〈サービス〉の内実に対する解釈は多様であった。
（2）高等教育辞典における定義と領域
　高等教育に関する辞典では，〈サービス〉はどのように定義されている
のか。やや古いが，クラークとニーヴが編纂した『高等教育百科辞典』
（1992 年）では，「ファカルティとプロフェッショナル・サービス」とい
う項目が挙げられている。執筆者のクロッソンは，「プロフェッショナル・
サービスは，高等教育の主要な使命と機能のひとつと考えられている」，
「アメリカ合衆国では大学はそれぞれ何らかの方法でプロフェッショナル・
サービスを大学の使命や目的についての公式声明のなかで言及している」
（Crosson, 1992）として，〈サービス〉が必要不可欠な理念であると指摘す
る。しかし，「プロフェッショナル・サービスの定義や，その領域の構成
の定義についての合意はない」（同前）として，定義や領域の共通理解が
なく，そのために，特定の営利団体に利する事業との区分が曖昧になった
り，報酬の正当性をめぐる論議が起こったりという問題が生じているとい
う。クロッソンは，〈サービス〉の領域として，表 1－1 に示すように，13
項目を挙げている。ここには，教育文化事業から，産学官連携や大学病院
での医療まで，実に多様な事業が含まれている。
　近年では，フォレストとキンサーが編纂した『アメリカ合衆国高等教育
百科辞典』（2002 年）で，ウォードが〈サービス〉の項目を執筆している。
ここでも，同じように，「サービスの概念は高等教育のなかではいたると
ころにある。サービスはほとんどの大学の使命の声明や，ファカルティの
昇進や終身雇用権についてのガイドラインで言及されている」とするけれ
ども，「サービスについて，共通の合意された定義を見つけるのは困難で
ある」（Ward, 2002）というように，定義が曖昧であるとしている。
　ウォードによれば，〈サービス〉には，「社会における高等教育の役割を
あらわす，組織のサービス（Institutional Service）」と，「学問，学部学科，
学生に対する，ファカルティのサービス（Faculty Service）」という二つの
側面があるとして，それぞれ，表 1－2 のような項目が含まれると述べてい
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る。それらは，先にクロッソンが示した学外向けの活動には留まらない。
大学組織としては，カリキュラムそのものの改善が含まれるし，ファカル
ティ個人としては，大学運営への参加，専門分野の学会活動，報酬を得る
コンサルティングまでも含まれている。今日では，このように，〈サービス〉
は，大学とファカルティの教育研究活動と表裏一体であって，単なる補足
的活動と理解することはできないのである。
  
表 1
表 1－1
クロッソンによる〈サービス〉の領域（1992）
表 1－2
ウォードによる〈サービス〉の領域（2002）
（a）農業拡張事業・実験農場・農業以外
の拡張事業
（b）単位 / 非単位の通信教育・家庭学習
課程
（c）職場での訓練および教育プログラム
（d）ビデオおよび衛星技術による教育プ
ログラム
（e）大学で正規の学位課程で学べない人々
への単位 / 非単位の継続教育
（f）大学の専門家が個別の課題解決のた
めに，企業，政府，地域に対する情報
や助言を与える技術支援プログラム
（g）研究プログラムや技術移転の許容に
よって経済的発展の支援をめざす研究
協力やコンソーシアム
（h）学外の聴衆に対する文化芸術プログラム
（i）ファカルティ個人またはグループに
よる公共政策課題の解決に向けた研究
（j）大学病院および診療所から一般大衆
に提供される保健および診療活動
（k）特定の問題についての会議，講習会，
セミナー，ワークショップ
（l）学外組織のイベントに対する施設開放
（m）ワークショップその他の組織化に対
する専門的指導
I. 組織のサービス
（1）カリキュラム，とくに応用分野で多
様な学位プログラムを提供すること
（2）アクセス拡大によって高等教育の恩
恵をさらに多くの大衆に拡大すること
（3）大衆のニーズに合うサービスを提供
することで高等教育助成金の対価を支
払うこと
（4）公共の問題の解決に研究と知識を応
用すること
II. ファカルティのサービス
（1）パブリック・サービス：公共政策へ
の提言や短期講座などによって学問研
究を応用すること
（2）組織のサービス：カリキュラム，プ
ログラム開発，政策決定の委員会活動
などの大学運営に参画すること
（3）学問研究へのサービス：管理，委員
会活動，編集委員会などによって専門
学会の運営に協力すること
（4）市民サービス : 地域問題に協力する
こと
（5）コンサルティング：報酬を得て専門
的な相談業務に就くこと
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2．〈サービス〉の歴史的変遷
（1）時期区分
　〈サービス〉は，以上のように，大学の使命のひとつとされているもの
の，定義や領域が曖昧なままである。したがって，大学と社会の関係を大
学史に位置づけて検討する試みは，その理解を深めることになるだろう。
作業にあたり，時期区分を設定しなければならないが，歴史観にかかわる
重要な課題である（坂本，2006）だけに，それ自体に十分な検討が必要で
ある。そうした問題を認識しつつ，ここでは，クロッソンとウォードの区
分に学び，時期区分を考えることにしたい。
　まず，クロッソンは，「アメリカ合衆国におけるサービス概念と実践の
展開」（Crosson, 1992）という項目で，①初期の修辞学的用法・教育改革・
功利主義理念，②国有地公布（ランドグラント）運動，③ウィスコンシン・
アイディア，④州立大学とサービス，⑤コミュニティ・カレッジとサービ
ス，⑥社会事業部局，⑦高等教育の社会的責任，⑧プロフェッショナル・
サービスへの移行，という 8つの項目をたてて，発展経緯を解説している。
時系列というよりも，トピック毎の記述であるため，時期的には重複する
部分があるが，おおよその区分では，1860 年以前，1860 年代～ 1910 年代，
1920 年代～ 1950 年代，1960 年代～ 1970 年代，1980 年代以降，という 5
つに分けている。
　次に，ウォードは，2003 年の著作（Ward, 2003）で，「高等教育におけるサー
ビスの遺産」という章をたてて発展経緯を詳述している。彼女は，アメ
リカ高等教育史を著したコーエンの時期区分（Cohen, 1998）に依拠して，
①植民地カレッジ（1636―1770），②教派立カレッジ（1770―1860），③研究
大学（1860―1945），④大衆の教育（1945―1975），⑤現代（1975―現在）の
5 つに分けて考察した。この区分は，「③研究大学」の時期をのぞき，近
年，アメリカ高等教育史を著したテリンの研究（Thelin, 2004）にも通ず
るところがある。
　そこで，以下では，ウォードの研究に則り，①植民地期のカレッジ，②
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国家統一期のカレッジ，③研究大学の出現と成長，④大衆化の時期，⑤現
代，という 5つの時期を設定し，大きな枠組みで変遷をとらえることにし
たい。
（2）歴史的変遷
①植民地期のカレッジ
a．ピューリタン国家の指導者養成
　1636 年のハーバード・カレッジ創設からアメリカ独立革命までを包括
するこの時代は，新しい理想の地をもとめて英国から渡ってきたピューリ
タンたちが，それぞれの教派の指導者を養成するために各カレッジを建設
した時代である。「17 世紀のハーバードの卒業生のうち，3 分の 2 が聖職
に就いた」（Geiger, 1999）というように，聖職者養成が重要な使命であって，
教育内容は，キリスト教神学と古典的教養であった。ファカルティは，学
長と数人のチューターで構成される小規模な集団で，教室だけでなく，学
寮で生活全般をともにする「親代わり（in loco parentis）」の役割を担った。
　この時代のカレッジに期待された〈サービス〉とは，各教派の教義にも
とづいて，次世代を教育することであった。すなわち，「その指導者であ
る牧師，政治家，役人，弁護士，教師等の各種の専門職業人を養成するこ
と」（金子，1994）によって，新しいピューリタン国家を形成することで
あった。
b．植民地社会との関係
　アメリカの大学と社会の関係の特徴として，「ハーヴァードは，その誕
生の瞬間から，マサチューセッツ議会によって支えられていた」（ルドル
フ著・阿部他訳，2003）というように，財政支援や，学生の担税および兵
役義務の免除など，さまざまな側面で植民地政府と深い関係をもっていた
ことがある。ただし，政府と教会の方向性は必ずしも一致していなかった
し，教会とカレッジの関係も次第に多様となった。したがって，学長は，
多様な学外者や政府との交渉を成立させる「事業家（entrepreneur）」（Thelin, 
2004）でなければならなかった。
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　カレッジの構成員も徐々に変化した。独立革命前夜のハーバードでは貧
しい階級出身の学生は聖職に就いたが，専門職や裕福な商人の師弟も半数
以上を占め，法律家や政治家の道に進んだという（Geiger, 1999）。学生に
とって，「カレッジは，『パブリック・サービス』のために学生を教育する
ことに関心があったが，これらの学生は，平等主義的でも民主主義的でも
なかった」（Thelin, 2004）とされるように，彼らの目的は，神への奉仕と
いう高邁な理念ではなかった。カレッジの古典的教養は，政治的指導者と
して成功するための規範を内在化する方途だったのである。
　このように，高等教育が創出された当初から，社会の要請に応えること
を求められたカレッジは，教会と植民地社会に寄与するために，聖職者の
みならず，政治的・社会的な指導者の養成を担った。
②国家統一期のカレッジ
a．共和国社会の市民育成
　アメリカ独立革命から南北戦争にいたるこの時代には，植民地政府にか
わって州政府が大学設置の責任をもつようになった。ここでは，「民主主
義共和国において，選挙権をもつ市民を教育することは，カレッジの『民
主主義に対するサービス』となった」（Crosson, 1992）といわれるように，
新しい共和国社会の自由な市民を育成することが求められた。新しい州立
総合大学構想として，世俗的で非教派的なヴァージニア大学の設立が認可
された。既存の私立カレッジも，ダートマス・カレッジが州立移管を巡っ
て争った結果，既得権と基本財産が保証されたように，その公的役割が認
識され，以下にみる私立カレッジの設立運動を導いた。
b．教派立カレッジと地域社会の互恵的関係
　信仰復興運動を背景に，19 世紀初頭以降，各教派が競って設立したカ
レッジは，「町の文化的・経済的地位を向上すると信じていた，地方の後
援者によって決定的役割が果たされた」（Geiger, 1999）という。中等教育
機関すら不十分な開拓地で，教派立カレッジは，教派の聖職者や専門職エ
リートばかりでなく，地域社会の幅広い層の教育を担ったのである。この
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カレッジは，功利主義的な教育観が広まるにつれ，「地域のニーズに応え
るため」（Ward, 2003）に，古典的教養だけでなく，有用な知識や実用教
育を提供するようになった。それらは，地域の事情によってさまざまな
様相をみせるが，多様なニーズは既存カレッジのカリキュラム改革を助
長し，学問の専門分化とファカルティの需要を生み出したという（Geiger, 
1999）。
　植民地期以来，ファカルティの学外活動は，宣教活動のための教義の説
教が主であったが，19 世紀初頭になると，専門分野に関する講演を行う
ようになった。知識普及運動に関心をもつ大学教授のなかには，自然科学
講義を地域指導者たちの集まるクラブで講義したり，ライシャムという大
衆講義の講師を務めたりした（Stubbleﬁeld & Kean, 1994）。
　このように，高等教育の世俗化が進んだ時代では，高等教育の機会に恵
まれない人々は，カレッジがもたらす文化的・経済的恩恵を受け，カレッ
ジもまた，強力な支持基盤を得るという，互恵的関係が成り立っていたの
である。
③研究大学の出現と成長
a．ランドグラント・カレッジ運動：モリル法からスミス・レヴァー法へ
　南北戦争から第二次大戦までを包括するこの時代は，モリル法（1862 年）
にはじまり，両大戦を契機に，連邦高等教育助成が飛躍的に拡大した時代
であった。モリル法では，国有地売却益によって，各州 1校以上の州立大
学の基本財産を確保し，産業階級を対象に，農学・機械工学という実学を
提供するランドグラント・カレッジ（国有地交付大学）を設立することが
定められた。本法は，ランドグラント・カレッジにおける〈サービス〉の
使命の法的根拠となったとされる（Cummings, 1998）。連邦高等教育助成
は，ハッチ法（1887 年）による実験農場の創設以降，商業的農業経営を
めざす農民の支持を得てすこぶる進展した。
　1914 年に制定されたスミス・レヴァー法では，「協同農業拡張事業
（Cooperative Agricultural Extension Service）」という農業分野の拡張事業に
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対する恒久的な連邦助成が定められ，ランドグラント・カレッジは，農業
の生産性向上や農村部の生活改善を担うことになった。
b．「研究」理念の移入とウィスコンシン・アイディア
　産業社会の到来とともに，学問研究による知識の創造と農工業やビジネ
スの専門職業人の育成が要請された。カレッジには，ドイツ的な「研究」
の理念が移入され，大学院と専門学部を有する研究大学への改革が進展し
た。他方，学問の専門分化にともない，カリキュラムの多様化が求められ，
選択制度が導入された。
　ウィスコンシン大学において，研究大学への改革は，大学自身が主体
的・組織的にとりくむ大学拡張事業を開始させた。ヴァン・ハイズ学長
は，優れた研究はよりよく社会を改革するという考えから，研究大学をめ
ざす大学改革を実行するとともに，研究成果を効率よく届けるために，大
学拡張部を開設したのである。「キャンパスの境界は，州の境界である」
（Rosentreter, 1957）という言葉で知られるウィスコンシン・アイディアは，
州政府との密接な結びつきのもとに，大学が社会のあらゆるニーズに応え
るという構想であった。こうした構想の成功により，「サービスの理念は，
教養，職業，研究という理念の究極的な目的」であり，「大学におけるす
べての活動は，社会へのサービスのためにある」（Van Hise, 1915）という，
新しいアメリカ独自の大学理念が導かれた（五島，2000）。
　ウィスコンシン大学に開設された大学拡張部は，通信教育と拡張講座を
受け持つ教育部門と，情報・福祉事業と公開討論を受け持つ社会事業部門
で構成され，地方事務局を配置して州の隅々まで事業が行き渡るよう整備
された。
c．戦間期の高等教育
　第一次大戦以降，高等教育への連邦助成や財団助成が拡大した。「ファ
カルティの専門職化が進展するにつれ，パブリック・サービスへの責任が
加えられた」（Cohen, 1998）というように，ファカルティには，高度な専
門性にもとづく応用可能な研究が求められた。ここでの〈サービス〉とは，
新産業を支える科学技術を提供し，国際社会に台頭したアメリカ国家の繁
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栄に貢献することであった。
　1920 年代には，スミス・レヴァー法やスミス・ヒューズ法のもとで，
農工業の生産性をあげるためのさまざまな大学拡張事業が展開された。大
学拡張部の通信教育や拡張講座には，社会的昇のために新しい知識や技術
を求める人々が集まった。成人教育機関としての大学の役割が注目され，
1930 年代には，ミネソタ大学のように，現職者に継続的な専門職教育を
提供するための宿泊センターを開設する大学も登場した。
　以上のように，ジュニア・カレッジや夜間カレッジに先駆けて，大学拡
張部は，大衆の教育要求に応える活動を展開していた。ただし，フレック
スナーが「サービス機能を発展させようとしてやってきた愚行」（フレッ
クスナー著・坂本他訳，2005）と述べたように，〈サービス〉の名のもと
であまりに多様化した事業は，「教育ビジネス」に堕しているという批判
を受けた。
④大衆化の時期
a．潤沢な連邦高等教育助成
　第二次大戦後から 1970 年代にいたるこの時期は，戦後の好景気と冷戦
期の科学技術研究の振興から，連邦高等教育助成がますます潤沢となった
「黄金時代」（Cohen, 1999）であった。助成を受けて，州立大学では，学
内に，社会事業に関わる連携組織として研究所やセンターが開設された。
この組織は，たとえば，都市部の貧困問題，環境，教育，保健衛生その他
の社会政策を提言したり，あるいは，地域の産業経済の活性化のために知
識を提供したりすることで，地域開発に取り組んだ。
　このように財政的な支援が増えることで，大学は，州政府や社会に対
する直接的な〈サービス〉の義務と責任をもつという考えが広く受け入
れられ，「1960 年代までには，アメリカ合衆国のほとんどすべてのカレッ
ジと大学が，サービスを主要な使命のひとつと宣言するようになった」
（Crosson, 1992）という。
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b．学生数の急増と学生層の多様化
　キャンパスでは，復員軍人援護法や公民権運動を契機として，学生の年
齢や人種の多様化がすすんだ。大衆の高等教育要求の高まりに応え，夜間
クラスや通信教育により，アクセス拡大の方法がいっそう講じられた。
　1950年代には，「拡張（Extension）」は，「協同拡張（Cooperative Extension）」
とみなされるようになり，成人の高等教育機会の拡充に関する概念には，
「継続教育 Continuing Education）」が用いられるようになった（Hartﬁeld, 
1989）。継続教育はキャリア向上に必要と考えられ，大学は，看護や医療
その他の専門職の資格更新に対し，継続教育単位を授与するようになっ
た。連邦法では，1965 年高等教育法や 1976 年教育修正法などにより，継
続教育および生涯学習のための奨学金給付が法制化され，非伝統的学生
（Nontraditional Student）がキャンパスに溢れた。
　以上のように，高等教育の大衆化が進展したこの時期には，学生ニーズ
の多様化や社会問題の複雑化に応える組織の開設や奨学金給付などが，豊
富な連邦助成によって制度化された。
⑤現代
a．連邦助成の削減
　ベトナム戦争後から今日にいたるこの時代は，景気後退により連邦助成
金が削減され，大学が厳しい環境におかれた時代であった。授業料値上げ
は，高等教育の中身に対する消費者の関心を高めた。その結果，「（大学の）
ペテンとは，貧弱なコース，不適格な教師，怪しげな学位という意味であ
る―しかも，法外な学費を払って驚くほど知的にお粗末で平凡なものに 4
年も 5 年も費やすにすぎない」（Sykes, 1988）というように，大学教育が
役に立たないと批判された。
　研究活動は，連邦以外の外部資金に依拠しなければならなくなった。そ
こで，1980 年のバイドール法制定を契機に，企業から研究資金を確保し，
ベンチャーの起業奨励や特許委譲による技術移転で新産業を育成する産学
連携が進展した。
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b．質の向上と商業化
　1980 年代以降，大学教育を改善するために，さまざまな改革が着手さ
れた。職業や経済的利潤との相関性を高めるために，カリキュラムが見直
された。実学志向の学部学科への改組や専門職教育の強化に加え，たとえ
ば，学問と現実社会との相関性を高める経験学習の方法として，インター
ンシップやサービス・ラーニングが導入された。教育方法についても，ラ
ジオ，テレビ，ビデオ，e ラーニングなど，遠隔教育の技術革新が試みら
れてきた。
　ファカルティに求められたのは，社会事業中心のかつてのボランタリー
な「パブリック・サービス」ではなく，企業との研究協力としての「プロ
フェッショナル・サービス」であった（Crosson, 1992）。社会事業の諸組
織は学長の強いリーダーシップで改組が行われ，財政が見直された。1990
年代には，〈サービス〉活動を昇進や終身雇用権の評価基準に組み入れ，
研究の創造性を高める方向もみられるようになった（Cummings, 1998）。
　21 世紀に入った今日，大学では，教育，研究，その他のキャンパスで
の活動から利益を得ようとする「商業化」が進展している。市場原理のも
とで激しい競争にさらされている大学は，優秀な学生と教授を高い報酬
（奨学金や給与）で集めて質の向上を図るいっぽうで，社会人講座やイン
ターネット教育，特許出願や企業の研究資金を獲得できるファカルティの
優遇など，さまざまな「金儲け」に邁進しているという（ボック著・宮田
訳，2004）。「サービスは，大衆の信用を回復する手段としての契約である
と明確に再定義されている」（Ward, 2003）というように，大学が大衆の
支持を得るには，蓄積された資源を経済的利潤に転化することで，社会に
対して有用であると説明することが求められているのである。
まとめにかえて
　本稿では，〈サービス〉の定義と領域の検討を踏まえ，アメリカ大学史
に沿って，その発展経緯を概観した。近年の研究成果から示唆を得た素描
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であって，女性やマイノリティの問題や財団との関係が言及されていな
いなど検討すべき点が多々あるが，以上の成果をまとめ，大学の発展と
〈サービス〉の様相と大学開放のあり方について，表 2 のように図式化を
試みた。
　表 2 から，〈サービス〉の様相は固定的でなく，時代によって大きく変
化してきたことがわかる。高等教育の創出，世俗化，高度化，大衆化，質
の向上と商業化，といったアメリカ高等教育の課題に対応して変化してき
たのである。大学開放は，当初，カレッジの宣教活動やファカルティ個人
の知識普及運動だったが，研究大学の成長とともに，大学自身の組織的・
表 2
年代 時期区分 課題 大学の発展と〈サービス〉の様相 大学開放のあり方
1636―
1770
植民地期
のカレッ
ジ
高等教
育の創
出
各教派のカレッジを開設；ピュー
リタン国家建設を担う聖職者と政
治的社会的指導者を養成すること
→神への〈サービス〉
宣教活動
1770―
1860
国家統一
期 の カ
レッジ
世俗化
州立総合大学構想，教派立カレッジ
設立運動；共和国市民の育成，地域
社会の幅広い教育要求に応えること
→地域社会との互恵的関係としての
〈サービス〉
ファカルティ個人
の知識普及活動
1860―
1945
研究大学
の出現と
成長
高度化
連邦高等教育助成の開始，研究理
念の導入；国家繁栄のための高度
な研究と研究成果を社会に配分す
ること
→教育・研究と並ぶ〈サービス〉
理念の登場
農業講習会から，
組織的・主体的で
広範な大学拡張事
業へと発展
1945―
1975
大衆化の
時期
大衆化
連邦助成の拡大，大衆化要求の高
まり；複雑な社会問題や多様な学
生ニーズに応えること
→〈サービス〉理念の定着
社会連携部局が公
共政策に参与，継
続教育・生涯学習
の普及
1975―
現在
現代
質の向
上と商
業化
連邦助成の削減，大学批判；教育
の質を向上し，研究を経営資源に
転化して信頼を回復すること
→〈サービス〉の再定義
カリキュラム改
革，教育方法の刷
新，職能開発，産
学連携
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主体的な活動となった。今日では，学外へ向けた活動だけなく，カリキュ
ラム改革や教育方法の刷新，あるいは，産学連携など，教育・研究活動そ
のものの変革をも意味するようになっている。いうなれば，大学開放は，
大学と社会を斬り結びつつ，徐々にアメリカ高等教育の外延を拡大してき
たわけである。
　最後に，この考察から現代日本に得られる示唆として，次の二点を挙げ
ておきたい。第一は，市場化・商業化の進展と公的援助の後退に対する警
告である。アメリカの大学は，社会，すなわち市場に敏感であったから，
競争原理と市場調整が新しい〈サービス〉のあり方を生み，以上にみた革
新を遂げてきたことは確かである。しかし，プライバタイゼーションを是
認するガイガーですら，「社会的平等のある程度は，公立大学やコミュニ
ティカレッジへの支援や学生財政援助対策による政府の調整が絶えず存在
しているからこそ維持されている」（Geiger, 2004）として，社会的平等を
維持するには公的援助が不可欠であると指摘している。また，ボックは，「何
かかけがえのない価値観が過酷な商業化活動の増殖の中で失われるかもし
れない」（ボック著・宮田訳，2004）として，加熱する商業主義は，大学
本来の価値観，すなわち，真理の追究という価値を喪失させると述べてい
る。大学の〈サービス〉とは，そもそも，単に社会が望むものを提供する
だけではなく，社会に必要とされるべき価値とは何か追求することであろ
う。それゆえ，公共の価値とは何かを探求し，創造していくことこそが，
日本の大学に求められる〈サービス〉であると考えられよう。
　第二は，こうした価値を創造するひとつの手立てとして，日本における
大学と社会の歴史的関係を，社会貢献の観点から再構築することを提起し
たい。これまでみたように，アメリカの大学の〈サービス〉は，宗教的起
源をもち，社会のあり方に規定されつつ歴史的に形成されてきた。アメリ
カの大学の〈サービス〉を日本の大学の社会貢献に置き換えることはでき
ないし，理念や方策のみを移入しようとしても，社会的・文化的な違いが
あるため，根付くことはできないだろう。『我が国の高等教育の将来像』
として社会貢献を「第三の使命」と位置づけるのであれば，日本の大学が
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どのような文脈で社会貢献をとらえてきたのか，という大きな構図が明ら
かにされる必要がある。
　本稿は，平成 18 年度フラッテン研究奨励金特定研究「大学の社会貢献
理念および地域連携事業に関する研究」のための試論である。歴史的変遷
を巨視的に追うことで，問題の所在を照射することがねらいであったので，
今後は，各時期の展開を実証的に探求していく計画である。
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